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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　監視領域における異常を検知し、検知された異常に関する情報をネットワークで接続さ
れた通報先端末に通報する警備装置において、
　前記通報先端末を識別する通報先端末情報を記憶する通報先記憶手段と、
　利用者からの入力により前記通報先端末情報を取得する通報先取得手段と、
　前記通報先取得手段によって取得された前記通報先端末情報を用いて前記通報先端末に
ダイヤルすることにより、前記通報先端末を確認する通報先確認手段と、
　前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認された場合に、前記通報先端末情報
を前記通報先記憶手段に格納する通報先格納手段と、
　を備えることを特徴とする警備装置。
【請求項２】
　前記通報先確認手段は、さらにダイヤルに対する前記通報先端末からの応答により、前
記通報先端末を確認すること、を特徴とする請求項１に記載の警備装置。
【請求項３】
　監視領域における異常を検知し、検知された異常に関する情報をネットワークで接続さ
れた通報先端末に通報する警備装置において、
　前記通報先端末を識別する通報先端末情報を記憶する通報先記憶手段と、
　利用者からの入力により前記通報先端末情報を取得する通報先取得手段と、
　前記通報先取得手段によって取得された前記通報先端末情報を用いて前記通報先端末に
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確認メールを送信することにより、前記通報先端末を確認する通報先確認手段と、
　前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認された場合に、前記通報先端末情報
を前記通報先記憶手段に格納する通報先格納手段と、
　を備えることを特徴とする警備装置。
【請求項４】
　前記通報先確認手段は、さらに前記確認メールに対する前記通報先端末の返信メールを
受信することにより、前記通報先端末を確認すること、を特徴とする請求項３に記載の警
備装置。
【請求項５】
　前記通報先格納手段は、さらに前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認され
なかった場合に、前記通報先端末情報を前記通報先記憶手段に格納しないこと、を特徴と
する請求項１～４のいずれか一つに記載の警備装置。
【請求項６】
　前記通報先確認手段は、さらに前記通報先端末から通報の承諾を示す承諾情報を受信す
ることによって前記通報先端末を確認すること、を特徴とする請求項１～５のいずれか一
つに記載の警備装置。
【請求項７】
　監視領域における異常を検知する警備装置が検知した異常に関する情報をネットワーク
で接続された通報先端末に送信するサーバ装置において、
　前記通報先端末を識別する通報先端末情報を記憶する通報先記憶手段と、
　利用者からの入力による前記通報先端末情報を受信する通報先受信手段と、
　前記通報先受信手段によって受信された前記通報先端末情報を用いて前記通報先端末に
確認メールを送信することにより、前記通報先端末を確認する通報先確認手段と、
　前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認された場合に、前記通報先端末情報
を前記通報先記憶手段に格納する通報先格納手段と、
　を備えることを特徴とするサーバ装置。
【請求項８】
　前記通報先確認手段は、さらに前記確認メールに対する前記通報先端末の返信メールを
受信することにより、前記通報先端末を確認すること、を特徴とする請求項７に記載のサ
ーバ装置。
【請求項９】
　前記通報先格納手段は、さらに前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認され
なかった場合に、前記通報先端末情報を前記通報先記憶手段に格納しないこと、を特徴と
する請求項７または請求項８に記載のサーバ装置。
【請求項１０】
　前記通報先確認手段は、さらに前記通報先端末から通報の承諾を示す承諾情報を受信す
ることによって前記通報先端末を確認すること、を特徴とする請求項７～９のいずれか一
つに記載のサーバ装置。
【請求項１１】
　監視領域における異常を検知する警備装置と、前記警備装置とネットワークを介して接
続され、異常を検知した旨が通報される通報先端末と、を備える監視システムにおいて、
　前記警備装置は、
　前記通報先端末を識別する通報先端末情報を記憶する通報先記憶手段と、
　利用者からの入力により前記通報先端末情報を取得する通報先取得手段と、
　前記通報先取得手段によって取得された前記通報先端末情報を用いて前記通報先端末に
ダイヤルすることにより、前記通報先端末を確認する通報先確認手段と、
　前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認された場合に、前記通報先端末情報
を前記通報先記憶手段に格納する通報先格納手段と、
　を備えることを特徴とする監視システム。
【請求項１２】
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　監視領域における異常を検知する警備装置と、前記警備装置とネットワークを介して接
続され、異常を検知した旨が通報される通報先端末と、を備える監視システムにおいて、
　前記警備装置は、
　前記通報先端末を識別する通報先端末情報を記憶する通報先記憶手段と、
　利用者からの入力により前記通報先端末情報を取得する通報先取得手段と、
　前記通報先取得手段によって取得された前記通報先端末情報を用いて前記通報先端末に
確認メールを送信することにより、前記通報先端末を確認する通報先確認手段と、
　前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認された場合に、前記通報先端末情報
を前記通報先記憶手段に格納する通報先格納手段と、
　を備えることを特徴とする監視システム。
【請求項１３】
　監視領域における異常を検知する警備装置と、前記警備装置とネットワークを介して接
続され、異常を検知した旨をメールで送信するサーバ装置と、前記サーバ装置とネットワ
ークを介して接続され、前記メールを受信する通報先端末と、を備える監視システムにお
いて、
　前記サーバ装置は、
　前記通報先端末を識別する通報先端末情報を記憶する通報先記憶手段と、
　利用者からの入力による前記通報先端末情報を受信する通報先受信手段と、
　前記通報先受信手段によって受信された前記通報先端末情報を用いて前記通報先端末に
確認メールを送信することにより、前記通報先端末を確認する通報先確認手段と、
　前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認された場合に、前記通報先端末情報
を前記通報先記憶手段に格納する通報先格納手段と、
　を備えることを特徴とする監視システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、警備装置、サーバ装置および監視システムに関するものであり、特に監視領
域で検知された異常を通報する通報先の設定に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、監視領域内で異常を検知した場合の警報を監視センタに送信する警備システ
ムが一般に知られている。このシステムにおいては、監視センタでかかる監視装置から送
信された警報を受信した場合に、警備会社は警備領域で発生した異常を確認するために、
警備員を監視領域に出動させるようにしている。
【０００３】
　一方、近年の家庭向け警備システムなどにおいては、通報先として家族の携帯電話や親
戚の電話を指定し、異常が発生した際に自己で対処することが可能な警備モードを備えた
警備システムや、警備会社に依存しない警備システムが知られている（特許文献１参照）
。
【０００４】
【特許文献１】特開２００１－２９７３８４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記特許文献１に記載された技術では、利用者が通報先を設定する際に
誤って使用されていない電話番号や第三者の電話番号などを設定すると、異常の通報を行
えなかったり、異常が無関係な第三者に通報されてしまい結果的に利用者が対応すること
ができないという問題があった。
【０００６】
　特に、このような警備システムでは、監視センタに通報する場合と異なり、通報先が確
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実に通報を受信して対処できるとは限らないため、通報先を複数設定したり、通報先の事
情により通報先を変更する場合が考えられることから、前述の問題が発生するおそれがあ
る。
【０００７】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、利用者が誤った通報先を設定すること
を防止することができる警備装置、サーバ装置および監視システムを提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、請求項１にかかる発明は、監視領域に
おける異常を検知し、検知された異常に関する情報をネットワークで接続された通報先端
末に通報する警備装置において、前記通報先端末を識別する通報先端末情報を記憶する通
報先記憶手段と、利用者からの入力により前記通報先端末情報を取得する通報先取得手段
と、前記通報先取得手段によって取得された前記通報先端末情報を用いて前記通報先端末
にダイヤルすることにより、前記通報先端末を確認する通報先確認手段と、前記通報先確
認手段によって前記通報先端末が確認された場合に、前記通報先端末情報を前記通報先記
憶手段に格納する通報先格納手段と、を備えることを特徴とする。
【０００９】
　また、請求項２にかかる発明は、請求項１に記載の警備装置において、前記通報先確認
手段は、さらにダイヤルに対する前記通報先端末からの応答により、前記通報先端末を確
認すること、を特徴とする。
【００１０】
　また、請求項３にかかる発明は、監視領域における異常を検知し、検知された異常に関
する情報をネットワークで接続された通報先端末に通報する警備装置において、前記通報
先端末を識別する通報先端末情報を記憶する通報先記憶手段と、利用者からの入力により
前記通報先端末情報を取得する通報先取得手段と、前記通報先取得手段によって取得され
た前記通報先端末情報を用いて前記通報先端末に確認メールを送信することにより、前記
通報先端末を確認する通報先確認手段と、前記通報先確認手段によって前記通報先端末が
確認された場合に、前記通報先端末情報を前記通報先記憶手段に格納する通報先格納手段
と、を備えることを特徴とする。
【００１１】
　また、請求項４にかかる発明は、請求項３に記載の警備装置において、前記通報先確認
手段は、さらに前記確認メールに対する前記通報先端末の返信メールを受信することによ
り、前記通報先端末を確認すること、を特徴とする。
【００１２】
　また、請求項５にかかる発明は、請求項１～４のいずれか一つに記載の警備装置におい
て、前記通報先格納手段は、さらに前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認さ
れなかった場合に、前記通報先端末情報を前記通報先記憶手段に格納しないこと、を特徴
とする。
【００１３】
　また、請求項６にかかる発明は、請求項１～５のいずれか一つに記載の警備装置におい
て、前記通報先確認手段は、さらに前記通報先端末から通報の承諾を示す承諾情報を受信
することによって前記通報先端末を確認すること、を特徴とする。
【００１４】
　また、請求項７にかかる発明は、監視領域における異常を検知する警備装置が検知した
異常に関する情報をネットワークで接続された通報先端末に送信するサーバ装置において
、前記通報先端末を識別する通報先端末情報を記憶する通報先記憶手段と、利用者からの
入力による前記通報先端末情報を受信する通報先受信手段と、前記通報先受信手段によっ
て受信された前記通報先端末情報を用いて前記通報先端末に確認メールを送信することに
より、前記通報先端末を確認する通報先確認手段と、前記通報先確認手段によって前記通
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報先端末が確認された場合に、前記通報先端末情報を前記通報先記憶手段に格納する通報
先格納手段と、を備えることを特徴とする。
【００１５】
　また、請求項８にかかる発明は、請求項７に記載のサーバ装置において、前記通報先確
認手段は、さらに前記確認メールに対する前記通報先端末の返信メールを受信することに
より、前記通報先端末を確認すること、を特徴とする。
【００１６】
　また、請求項９にかかる発明は、請求項７または請求項８に記載のサーバ装置において
、前記通報先格納手段は、さらに前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認され
なかった場合に、前記通報先端末情報を前記通報先記憶手段に格納しないこと、を特徴と
する。
【００１７】
　また、請求項１０にかかる発明は、請求項７～９のいずれか一つに記載のサーバ装置に
おいて、前記通報先確認手段は、さらに前記通報先端末から通報の承諾を示す承諾情報を
受信することによって前記通報先端末を確認すること、を特徴とする。
【００１８】
　また、請求項１１にかかる発明は、監視領域における異常を検知する警備装置と、前記
警備装置とネットワークを介して接続され、異常を検知した旨が通報される通報先端末と
、を備える監視システムにおいて、前記警備装置は、前記通報先端末を識別する通報先端
末情報を記憶する通報先記憶手段と、利用者からの入力により前記通報先端末情報を取得
する通報先取得手段と、前記通報先取得手段によって取得された前記通報先端末情報を用
いて前記通報先端末にダイヤルすることにより、前記通報先端末を確認する通報先確認手
段と、前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認された場合に、前記通報先端末
情報を前記通報先記憶手段に格納する通報先格納手段と、を備えることを特徴とする。
【００１９】
　また、請求項１２にかかる発明は、監視領域における異常を検知する警備装置と、前記
警備装置とネットワークを介して接続され、異常を検知した旨が通報される通報先端末と
、を備える監視システムにおいて、前記警備装置は、前記通報先端末を識別する通報先端
末情報を記憶する通報先記憶手段と、利用者からの入力により前記通報先端末情報を取得
する通報先取得手段と、前記通報先取得手段によって取得された前記通報先端末情報を用
いて前記通報先端末に確認メールを送信することにより、前記通報先端末を確認する通報
先確認手段と、前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認された場合に、前記通
報先端末情報を前記通報先記憶手段に格納する通報先格納手段と、を備えることを特徴と
する。
【００２０】
　また、請求項１３にかかる発明は、監視領域における異常を検知する警備装置と、前記
警備装置とネットワークを介して接続され、異常を検知した旨をメールで送信するサーバ
装置と、前記サーバ装置とネットワークを介して接続され、前記メールを受信する通報先
端末と、を備える監視システムにおいて、前記サーバ装置は、前記通報先端末を識別する
通報先端末情報を記憶する通報先記憶手段と、利用者からの入力による前記通報先端末情
報を受信する通報先受信手段と、前記通報先受信手段によって受信された前記通報先端末
情報を用いて前記通報先端末に確認メールを送信することにより、前記通報先端末を確認
する通報先確認手段と、前記通報先確認手段によって前記通報先端末が確認された場合に
、前記通報先端末情報を前記通報先記憶手段に格納する通報先格納手段と、を備えること
を特徴とする。
【発明の効果】
【００２１】
　請求項１にかかる発明によれば、通報先取得手段によって、利用者からの入力により通
報先端末を識別する通報先端末情報を取得し、通報先確認手段によって、通報先端末情報
を用いて通報先端末にダイヤルすることにより通報先端末を確認し、通報先格納手段によ
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って、通報先端末が確認された場合に、通報先端末情報を、通報先端末情報を記憶する通
報先記憶手段に格納することにより、事前に通報先端末が使用可能な状態であることが確
認された上で通報先が登録されるため、利用者が誤った通報先を設定することを防止する
ことができるという効果を奏する。
【００２２】
　また、請求項２にかかる発明によれば、通報先確認手段は、さらにダイヤルに対する前
記通報先端末からの応答により通報先端末を確認することにより、事前に通報先端末の応
答があった上で通報先が登録されるため、利用者が誤った通報先を設定することを防止す
るという効果を奏する。
【００２３】
　また、請求項３にかかる発明によれば、通報先取得手段によって、利用者からの入力に
より通報先端末を識別する通報先端末情報を取得し、通報先確認手段によって、通報先端
末情報を用いて通報先端末に確認メールを送信することにより通報先端末を確認し、通報
先格納手段によって、通報先端末が確認された場合に、通報先端末情報を、通報先端末情
報を記憶する通報先記憶手段に格納することにより、事前に通報先端末が使用可能な状態
であることが確認された上で通報先が登録されるため、利用者が誤った通報先を設定する
ことを防止することができるという効果を奏する。
【００２４】
　また、請求項４にかかる発明によれば、通報先確認手段は、さらに確認メールに対する
通報先端末の返信メールを受信することにより通報先端末を確認することにより、事前に
通報先端末の返信メールを受信した上で通報先が登録されるため、利用者が誤った通報先
を設定することを防止することができるという効果を奏する。
【００２５】
　また、請求項５にかかる発明によれば、通報先格納手段は、さらに通報先端末が確認さ
れなかった場合に、通報先端末情報を通報先記憶手段に格納しないことにより、事前に通
報先端末が使用可能な状態にない場合や第三者のものである場合などに通報先が登録され
ることがないため、利用者が誤った通報先を設定することを防止することができるという
効果を奏する。
【００２６】
　また、請求項６にかかる発明によれば、通報先確認手段は、さらに通報先端末から通報
の承諾を示す承諾情報を受信することによって通報先端末を確認することにより、通報先
から異常検知時に通報することを承諾された場合にのみ通報先が登録されるため、利用者
が誤った通報先を設定することを防止するとともに、利用者が事前に確認を取っていない
親戚等を通報先として設定することを防止することができるという効果を奏する。
【００２７】
　また、請求項７にかかる発明によれば、通報先受信手段によって、利用者からの入力に
よる通報先端末を識別する通報先端末情報を受信し、通報先確認手段によって、通報先端
末情報を用いて通報先端末に確認メールを送信することによって通報先端末を確認し、通
報先格納手段によって、通報先端末が確認された場合に、通報先端末情報を、通報先端末
情報を記憶する通報先記憶手段に格納することにより、事前に通報先端末が使用可能な状
態にあることが確認された上で通報先が登録されるため、利用者が誤った通報先を設定す
ることを防止することができるという効果を奏する。
【００２８】
　また、請求項８にかかる発明によれば、通報先確認手段は、さらに確認メールに対する
通報先端末の返信メールを受信することによって通報先端末を確認することにより、事前
に通報先端末の返信メールを受信した上で通報先が登録されるため、利用者が誤った通報
先を設定することを防止することができるという効果を奏する。
【００２９】
　また、請求項９にかかる発明によれば、通報先格納手段は、さらに通報先端末が確認さ
れなかった場合に、通報先端末情報を通報先記憶手段に格納しないことにより、事前に通
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報先端末が使用可能な状態にない場合や第三者のものである場合に通報先が登録されるこ
とがないため、利用者が誤った通報先を設定することを防止することができるという効果
を奏する。
【００３０】
　また、請求項１０にかかる発明によれば、通報先確認手段は、さらに通報先端末から通
報の承諾を示す承諾情報を受信することによって通報先端末を確認することにより、通報
先から異常検知時に通報することを承諾された場合にのみ通報先が登録されるため、利用
者が誤った通報先を設定することを防止するとともに、利用者が事前に確認を取っていな
い親戚等を通報先として設定することを防止することができるという効果を奏する。
【００３１】
　また、請求項１１にかかる発明によれば、通報先取得手段によって、利用者からの入力
により通報先端末を識別する通報先端末情報を取得し、通報先確認手段によって、通報先
端末情報を用いて通報先端末にダイヤルすることにより通報先端末を確認し、通報先格納
手段によって、通報先端末が確認された場合に、通報先端末情報を、通報先端末情報を記
憶する通報先記憶手段に格納することにより、事前に通報先端末が使用可能な状態にある
ことが確認された上で通報先が登録されるため、利用者が誤った通報先を設定することを
防止することができるという効果を奏する。
【００３２】
　また、請求項１２にかかる発明によれば、通報先取得手段によって、利用者からの入力
により通報先端末を識別する通報先端末情報を取得し、通報先確認手段によって、通報先
端末情報を用いて通報先端末に確認メールを送信することにより通報先端末を確認し、通
報先格納手段によって、通報先端末が確認された場合に、通報先端末情報を、通報先端末
情報を記憶する通報先記憶手段に格納することにより、事前に通報先端末が使用可能な状
態にあることが確認された上で通報先が登録されるため、利用者が誤った通報先を設定す
ることを防止することができるという効果を奏する。
【００３３】
　また、請求項１３にかかる発明によれば、通報先受信手段によって、利用者からの入力
による、通報先端末を識別する通報先端末情報を受信し、通報先確認手段によって、通報
先端末情報を用いて通報先端末に確認メールを送信することによって通報先端末を確認し
、通報先格納手段によって、通報先端末が確認された場合に、通報先端末情報を、通報先
端末情報を記憶する通報先記憶手段に格納することにより、事前に通報先端末が使用可能
な状態にあることが確認された上で通報先が登録されるため、利用者が誤った通報先を設
定することを防止することができるという効果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３４】
　以下に添付図面を参照して、本発明にかかる警備装置、サーバ装置および監視システム
の最良な実施の形態を詳細に説明する。なお、本発明はこれらの実施の形態に限定される
ものではない。
【００３５】
（第１の実施の形態）
　第１の実施の形態について、添付図面を参照して説明する。第１の実施の形態にかかる
警備装置は、監視領域で異常を検知した場合に通報する通報先として、確実に通報可能で
、かつ承諾を得た通報先のみを登録するものである。
【００３６】
　まず、本発明が適用される警備装置を含む監視システムの構成例について説明する。図
１は、第１の実施の形態にかかる監視システムの構成を示すブロック図である。
【００３７】
　本実施の形態にかかる監視システム１０は、警備装置１００と、通報先端末２０１～２
０３と、監視センタ３００と、を備えており、警備装置１００と、通報先端末２０１～２
０３と、監視センタ３００とは電話回線、無線ネットワーク、インターネットなどのネッ
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トワーク４００を介して接続されている。
【００３８】
　通報先端末２０１～２０３は、図示しない送受信部、制御部、表示部、操作部、音声通
話部などから構成されており、公知の携帯電話や固定電話と同様の構成である。送受信部
は、ネットワーク４００から無線または有線でデータの送受信を行う。制御部は通報先端
末２０１～２０３の各種の制御を行う。表示部は、送信されたデータまたは入力されたデ
ータの表示を行い、操作部は、データの入力を行う。音声通話部は、警備装置１００から
送信される通報先を確認する情報を音声データとして受信し出力するとともに、在宅者と
の音声通話またはデータ入力を行う。なお、通報先端末２０１～２０３は、公知のＰＤＡ
（Personal Digital Assistants）を用いてもよい。
【００３９】
　監視センタ３００は、警備装置１００のセンサ１０１が異常を検知し、警報が送信され
た場合に、待機中の警備員に対して異常が検知された監視領域へ向かう旨の指示を出すと
ともに、必要に応じて警察や消防など関係機関への通報を行うセンタである。
【００４０】
　本実施の形態にかかる警備装置１００は、センサ１０１と、操作部１０２と、出力部１
０３と、制御部１１０と、認証データベース１２０と、通報先データベース１３０とを備
えている。
【００４１】
　センサ１０１は、人感センサであり、たとえば赤外線の受光量の変化をもとに人の存在
を検出する赤外線センサ、赤外線などの受信が遮断されることで人の存在を検出する遮断
センサ、電磁波の乱れで人の存在を検知する気配センサ、およびマグネットにより扉の開
閉を検出するマグネットセンサなどの監視領域の異常を検出する各種センサであり、監視
領域への侵入者を検知するなどの目的で設置されたものである。
【００４２】
　操作部１０２は、利用者ＩＤやパスワードなどの認証情報や通報先の電話番号やメール
アドレスを入力するものである。例えば、テンキー、タッチパネル、カードリーダ、指紋
照合装置などの生体認証装置などが必要に応じて設けられている。また、操作部１０２は
、警備装置１００に対する警備モードを設定するものである。警備モードとは、監視領域
において異常を検知したときの警備装置１００の動作を決定するモードである。具体的に
は、警備状態、在宅警備状態、セルフ警備状態、警備解除状態があり、操作部１０２によ
って、いずれかの状態に設定される。
【００４３】
　ここで、警備状態とは、センサ１０１によって異常を検知したときに発せられる検知情
報を警備装置１００が取得した場合に、異常を知らせる警報を監視センタ３００に通報す
る状態である。在宅警備状態とは、センサ１０１によって異常を検知したときに発せられ
る検知情報を警備装置１００が取得した場合に、監視領域、例えば警備装置が設定されて
いる住宅やオフィス等で異常を検知したことを報知する状態である。また、監視領域だけ
ではなく警報を監視センタ３００に報知する場合もある。
【００４４】
　セルフ警備状態とは、センサ１０１によって異常を検知したときに発せられる検知情報
を警備装置が取得した場合に、携帯電話や固定電話などの通報先端末に異常を検知したこ
とを通報する状態である。
【００４５】
　警備解除状態とは、センサ１０１によって異常を検知したときに発せられる検知情報を
警備装置１００が取得した場合でも、監視センタ３００への警報の通報、監視領域におけ
る異常の報知、通報先端末への異常の通報のいずれも行わない状態である。なお、上述し
たモードのいずれであっても、検知された異常が火災やガス漏れの場合、または、非常ボ
タンが操作された場合は、監視センタ３００への通報を行い、必要に応じて監視領域にお
ける異常の検知、通報先端末への異常の通報などを行う。
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【００４６】
　出力部１０３は、通報先の承認状況等を文字で表示し、音声で出力するものである。例
えば、液晶パネルやスピーカなどが必要に応じて設けられている。
【００４７】
　認証データベース１２０は、警備装置１００における認証情報を規定する。図２は、認
証データベースのデータ構成の一例を示す説明図である。認証データベース１２０は、利
用者ＩＤと、パスワードとを対応付けて記憶している。例えば、図２に示すように、利用
者ＩＤとして“００１”、その利用者ＩＤに対応するパスワードとして“１２３４”が格
納されている。
【００４８】
　通報先データベース１３０は、警備装置１００が異常を検知した場合に通報する通報先
情報を規定する。図３は、通報先データベースのデータ構成の一例を示す説明図である。
通報先データベース１３０は、通報先情報を記憶している。例えば、通報先情報として通
報先端末の電話番号“０９０－ＸＸＸＸ－○○○○”が格納されている。
【００４９】
　制御部１１０は、さらに検知情報取得部１１１と、操作情報取得部１１２と、出力制御
部１１３と、警備モード切替部１１４と、認証部１１５と、通報先情報記憶部１１６と、
警備モード記憶部１１７と、通報先確認部１１８と、警報送信部１１９と、を備えている
。
【００５０】
　検知情報取得部１１１は、センサ１０１によって異常を検知したときに発せられる検知
情報を取得するものである。操作情報取得部１１２は、操作部１０２によって入力された
利用者ＩＤやパスワード等の認証情報や通報先の電話番号やメールアドレス、警備モード
などの操作情報を取得するものである。出力制御部１１３は、文字メッセージや音声メッ
セージを出力部１０３に出力する制御を行うものである。
【００５１】
　警備モード切替部１１４は、操作部１０２によって設定された警備モードに従って、現
在の警備モードを警備状態、在宅警備状態、セルフ警備状態または警備解除状態のいずれ
かに切替えるものである。
【００５２】
　認証部１１５は、操作部１０２によって入力された利用者ＩＤおよびパスワードの認証
情報と認証データベース１２０に登録されている認証情報とを照合することにより、操作
を行っている利用者を認証するものである。
【００５３】
　通報先情報記憶部１１６は、操作部１０２から入力された通報先情報を一時的に記憶す
るメモリなどの記憶媒体である。警備モード記憶部１１７は、現在の警備モードを記憶す
るメモリなどの記憶媒体である。
【００５４】
　通報先確認部１１８は、操作部１０２から入力された通報先情報または通報先情報記憶
部１１６に一時的に記憶されている通報先情報が示す通報先に対して、電話回線が接続さ
れるか否かを確認するとともに、異常検知時に通報されることを承諾するか否かの確認を
行い、承諾されたと判断した場合に通報先情報を通報先データベース１３０に格納するも
のである。通報先確認部１１８は、本発明における通報先確認手段および通報先格納手段
を構成するものである。
【００５５】
　警報送信部１１９は、検知情報取得部１１１によって検知情報が検知されたときに、警
備モード記憶部１１７に記憶された現在の警備モードが“警備状態”の場合に警報を監視
センタに送信するものである。
【００５６】
　次に、以上のように構成されている警備装置１００による通報承諾確認処理について説
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明する。図４－１、図４－２は、操作情報取得部、出力制御部、認証部、通報先確認部が
行う通報承諾確認処理手順を示すフローチャートである。
【００５７】
　まず、操作情報取得部１１２は、操作部１０２によって入力された認証情報、すなわち
利用者ＩＤとパスワードを取得する（ステップＳ４０１）。図５は、認証情報が入力され
る操作部の画面の一例を示す説明図である。例えば、図５に示すような画面を液晶パネル
に表示し、テンキーの液晶表示から利用者ＩＤ“００１”と、パスワード“１２３４”を
入力する。上述したように液晶パネルで文字メッセージを表示するほか、操作ガイドを音
声で出力してもよい。また、操作部１０２を液晶パネルではなくテンキーボタンとし、音
声メッセージによる操作ガイドに従って、テンキーを押下して利用者ＩＤとパスワードを
入力するようにしてもよい。
【００５８】
　認証部１１５は、操作部１０２によって入力された利用者ＩＤとパスワードと、認証デ
ータベース１２０に格納されている認証情報、すなわち利用者ＩＤとパスワードとを照合
する（ステップＳ４０２）。認証部１１５は、照合結果が一致するか否か、すなわち認証
されたか否かを判断する（ステップＳ４０３）。認証されていないと判断した場合には（
ステップＳ４０３：Ｎｏ）、ステップＳ４０１に戻る。
【００５９】
　認証されたと判断した場合には（ステップＳ４０３：Ｙｅｓ）、操作情報取得部１１２
は操作部１０２によって入力された通報先情報である通報先電話番号を取得する（ステッ
プＳ４０４）。図６は、通報先設定の画面の一例を示す説明図である。上述したように操
作部１０２をテンキーとして、操作ガイドを音声で出力してもよい。通報先確認部１１８
は、取得された通報先電話番号にダイヤルする（ステップＳ４０５）。通報先確認部１１
８は、通報先にダイヤルできたか否かを判断する（ステップＳ４０６）。
【００６０】
　通報先にダイヤルできないと判断した場合には（ステップＳ４０６：Ｎｏ）、出力制御
部１１３を制御し、出力部１０３から通報先にダイヤルできなかった旨を出力する（ステ
ップＳ４０７）。その後、ステップＳ４１６に進む。ここで、通話先にダイヤルできない
場合とは、発呼できずに通話先電話番号が使用されていない旨のメッセージが出力される
場合や、都合により回線を接続できない旨のメッセージが出力された場合をいう。通報先
にダイヤルができたと判断した場合には（ステップＳ４０６：Ｙｅｓ）、通報先確認部１
１８は通報先から応答があるか否かを判断する（ステップＳ４０８）。通報先から応答が
ないと判断した場合は（ステップＳ４０８：Ｎｏ）、出力制御部１１３を制御し、出力部
１０３から通報先から応答がなかった旨を出力する（ステップＳ４０９）。その後、ステ
ップＳ４１６に進む。ここで、通報先から応答がなかった場合とは、発呼したが通報先と
の回線が接続されない場合や、通報先の携帯電話の電源がＯＦＦにされている、または通
報先の携帯電話に電波が届かない旨のメッセージが出力され、回線が接続されない場合を
いう。なお、通報先の応答がない場合、適当な時間をおいて再ダイヤルするようにしても
よい。通報先から応答があったと判断した場合は（ステップＳ４０８：Ｙｅｓ）、通報先
確認部１１８は異常検知時に異常を通報することの承諾を求める音声メッセージを送信す
る（ステップＳ４１０）。例えば、“承諾の場合は１を、不承諾の場合は２を入力してく
ださい”との音声情報を送信する。
【００６１】
　通報先確認部１１８は、通報先から承諾または不承諾の情報を受信する（ステップＳ４
１１）。例えば、相手先の携帯電話から“１”または“２”が入力されることにより、警
備装置１００側は承諾または不承諾の情報を受信することになる。なお、文字入力による
ほか、“承諾します”または“承諾しません”という音声の入力を受付け、音声判定によ
り承諾または不承諾を判断してもよい。また、携帯電話で何も操作されず電話回線を切断
された場合は不承諾と判断するようにしてもよい。
【００６２】
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　通報先確認部１１８は、承諾されたか否かを判断する（ステップＳ４１２）。上述した
場合を例とすると、“１”が受信された場合は承諾されたと判断し、“２”が受信された
場合には承諾されていないと判断する。承諾されたと判断した場合には（ステップＳ４１
２：Ｙｅｓ）、通報先データベース１３０に通報先電話番号を格納する（ステップＳ４１
３）。出力部１０３は、通報先設定完了のメッセージを出力する（ステップＳ４１４）。
図７は、通報先が設定された場合の出力画面の一例を示す説明図である。図７に示すよう
な文字表示に代えて、または文字表示とともに音声出力してもよい。
【００６３】
　承諾されていないと判断した場合には（ステップＳ４１２：Ｎｏ）、出力制御部１１３
を制御し、通報先に承認を得られなかった旨を出力部１０３から出力する（ステップＳ４
１５）。その後、ステップＳ４１６に進む。
【００６４】
　通報先確認部１１８は、通報先の設定が終了したか否かを判断する（ステップＳ４１６
）。通報先の設定が終了したと判断した場合には（ステップＳ４１６：Ｙｅｓ）、例えば
操作部１０２で終了のボタンが押下された場合には、処理を抜ける。通報先の設定が終了
していないと判断した場合には（ステップＳ４１６：Ｎｏ）、ステップＳ４０４に戻り、
さらに通報先電話番号を取得する。
【００６５】
　このように、利用者が登録しようとする通報先に対しダイヤルできた場合であって、な
おかつダイヤルに対して応答があり、通報先の登録につき、承諾された場合にのみ通報先
情報が登録されるため、誤った通報先情報が登録されることを防止することができる。ま
た、利用者が事前に確認を取っていない親戚等を通報先として設定することを防止するこ
とができる。
【００６６】
　なお、本実施の形態では、通報先の登録を行うために、ダイヤルできたか否か、ダイヤ
ルに対して応答があったか否か、通報先の登録につき承諾されたか否かを段階に分けて判
断しているが、適宜いずれか一つまたは二つの判断のみを行うようにしてもよい。
【００６７】
　また、他の例として、通報先を複数入力した場合の通報承諾確認処理について説明する
。図８－１、図８－２は、操作情報取得部、出力制御部、認証部、通報先確認部が行う通
報承諾確認処理手順を示すフローチャートである。
【００６８】
　まず、認証処理については、上述した図４のステップＳ４０１～ステップＳ４０３の処
理と同様であるため、上述した説明を参照し、ここでの説明を省略する。
【００６９】
　ステップＳ８０３において、認証されたと判断した場合には（ステップＳ８０３：Ｙｅ
ｓ）、操作情報取得部１１２は操作部１０２によって入力された通報先情報である通報先
電話番号を取得し、通報先情報記憶部１１６に格納する（ステップＳ８０４）。操作情報
取得部１１２は、通報先情報の設定が終了したか否かを判断する（ステップＳ８０５）。
通報先情報の設定が終了していないと判断した場合には（ステップＳ８０５：Ｎｏ）、ス
テップＳ８０４に戻り、さらに通報先情報を取得する。
【００７０】
　通報先情報の設定が終了したと判断した場合には（ステップＳ８０５：Ｙｅｓ）、通報
先確認部１１８は通報先情報記憶部１１６に格納された通話先電話番号を取得する（ステ
ップＳ８０６）。通報先確認部１１８は、通報先情報記憶部１１６から取得された通報先
電話番号にダイヤルする（ステップＳ８０７）。通報先確認部１１８は、通報先にダイヤ
ルできたか否かを判断する（ステップＳ８０８）。
【００７１】
　通報先にダイヤルできないと判断した場合には（ステップＳ８０８：Ｎｏ）、ステップ
Ｓ８１４に進む。通報先にダイヤルできたと判断した場合には（ステップＳ８０８：Ｙｅ
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ｓ）、通報先確認部１１８は通報先から応答があるか否かを判断する（ステップＳ８０９
）。通報先から応答がないと判断した場合は（ステップＳ８０９：Ｎｏ）、ステップＳ８
１５に進む。なお、通報先の応答がない場合には、上述した場合と同様に、適当な時間を
おいて再ダイヤルするようにしてもよい。通報先から応答があると判断した場合は（ステ
ップＳ８０９：Ｙｅｓ）、通報先確認部１１８は通報先としての承諾を求める音声メッセ
ージを送信する（ステップＳ８１０）。
【００７２】
　通報先確認部１１８は、通報先から承諾または不承諾の情報を受信する（ステップＳ８
１１）。通報先確認部１１８は、承認されたか否かを判断する（ステップＳ８１２）。承
認されたと判断した場合には（ステップＳ８１２：Ｙｅｓ）、通報先データベース１３０
に通報先電話番号を格納する（ステップＳ８１３）。通報先確認部１１８は、通報先情報
記憶部１１６に格納された通報先電話番号が終了したか否かを判断する（ステップＳ８１
４）。通報先情報記憶部１１６に格納された通報先電話番号が終了していないと判断した
場合には（ステップＳ８１４：Ｎｏ）、ステップＳ８０６に戻り、さらに通報先情報記憶
部１１６に格納された通報先電話番号を取得する。
【００７３】
　通報先情報記憶部１１６に格納された通報先電話番号が終了したと判断した場合には（
ステップＳ８１４：Ｙｅｓ）、出力制御部１１３を制御し、出力部１０３に通報先設定状
況を出力する（ステップＳ８１５）。例えば、複数の通報先情報を設定した場合に、通報
先電話番号ごとに設定されたか否かを音声または画面表示によって出力する。さらに、通
報先電話番号が設定されなかった場合に、回線が接続されなかったため設定されなかった
のかまたは承諾されなかったため設定されなかったのか等の情報を出力してもよい。
【００７４】
　通報先確認部１１８は、通報先の設定が終了したか否かを判断する（ステップＳ８１６
）。通報先の設定が終了したと判断した場合には（ステップＳ８１６：Ｙｅｓ）、例えば
操作部１０２で終了のボタンが押下された場合には、処理を抜ける。通報先の設定が終了
していないと判断した場合には（ステップＳ８１６：Ｎｏ）、ステップＳ８０４に戻り、
さらに通報先電話番号を取得する。
【００７５】
（第２の実施の形態）
　第２の実施の形態について、添付図面を参照して説明する。第２の実施の形態にかかる
サーバ装置は、警備装置が検知した異常の通報を、通報先にサーバ装置を介してメールで
行う場合に、通報先として確実に通報可能でかつ承諾を得た通報先のみを登録するもので
ある。
【００７６】
　本発明が適用されるサーバ装置を含む監視システムの構成例について、第１の実施の形
態を異なる部分を説明する。他の部分については第１の実施の形態と同様であるので、上
述した説明を参照し、ここでの説明を省略する。図９は、第２の実施の形態にかかる監視
システムの構成を示すブロック図である。
【００７７】
　本実施の形態にかかる監視システム２０は、警備装置１００と、通報先端末２０１、２
０３、２０４と、監視センタ３００と、サーバ装置５００とを備えており、警備装置１０
０と、通報先端末２０１、２０３、２０４と、監視センタ３００と、サーバ装置５００と
は電話回線、無線ネットワーク、インターネットなどのネットワーク４００を介して接続
されている。なお、本実施の形態では、通報先端末２０１、２０３、２０４と通報先を設
定する端末を兼ねているが、必ずしも通報先端末２０１、２０３、２０４で通報先を設定
する必要はなく、通報先端末２０１、２０３、２０４以外の端末から設定してもよい。
【００７８】
　ここで、警備装置１００と、通報先端末２０１、２０３と、監視センタ３００の構成、
機能は、第１の実施の形態と同様であるので、説明を省略する。また、本実施の形態では



(13) JP 4836675 B2 2011.12.14

10

20

30

40

50

、監視領域内での異常を通報するためにメールを利用するので、通報先端末は図９の通報
先端末２０４に示すようなパーソナルコンピュータでもよい。なお、警備装置１００は、
上述した通報承諾確認設定処理を行う部分を備えない警備装置でもよい。
【００７９】
　サーバ装置５００は、制御部５１０と、認証データベース５２０と、通報先データベー
ス５３０とを備える。認証データベース５２０は、通報先端末２０１、２０３、２０４か
らの通報先の設定を可能とする認証情報を規定する。図１０は、認証データベースのデー
タ構成の一例を示す説明図である。認証データベース５２０は、利用者ＩＤと、パスワー
ドと、警備装置ＩＤとを対応付けて記憶している。例えば、利用者ＩＤとして“００１”
、パスワードとして“ＰＷ１２３４”、警備装置ＩＤとして“Ｋ００１”が格納されてい
る。
【００８０】
　通報先データベース５３０は、警備装置１００が異常を検知した場合に通報する通報先
情報を規定する。図１１は、通報先データベースのデータ構成の一例を示す説明図である
。通報先データベース５３０は、警備装置ＩＤと、通報先情報とを対応付けて記憶してい
る。例えば、警備装置ＩＤとして“Ｋ００１”、通報先情報として通報先端末のメールア
ドレス“ｍａｉｌ０１＠ｘｘｘ．ｎｅ．ｊｐ”が格納されている。
【００８１】
　制御部５１０は、さらにデータ送受信部５１１と、メール送受信部５１２と、タイマ部
５１３と、認証部５１４と、メール生成部５１５と、通報先確認部５１６とを備える。
【００８２】
　データ送受信部５１１は、通報先端末２０１、２０３、２０４によって送信された認証
情報を受信し、認証部５１４での認証結果を通報先端末２０１、２０３、２０４に送信す
るものである。また、データ送受信部５１１は、通報先端末２０１、２０３、２０４によ
って送信されたメールアドレスを受信するものである。データ送受信部５１１は、通報先
確認部５１６による通報承諾結果を通報先端末２０１、２０３、２０４に送信するもので
ある。
【００８３】
　メール送受信部５１２は、メール生成部５１５によって生成された通報承諾確認メール
を通報先情報が示す通報先に送信し、通報先から送信された通報承諾返信メールを受信す
るものである。
【００８４】
　タイマ部５１３は、メール送受信部５１２によって通報承諾確認メールが送信された時
点からの時間を計測するものである。認証部５１４は、通報先端末２０１、２０３、２０
４から送信された認証情報と認証データベース５２０とを照合することによって利用者を
認証するとともに、認証情報に対応する警備装置を特定するものである。
【００８５】
　メール生成部５１５は、データ送受信部５１１によって受信されたメールアドレスに対
する通報承諾確認メールを生成するものである。通報先確認部５１６は、メール送受信部
５１２によって受信された通報先からの通報承諾返信メールに基づいて、通報先が通報を
承諾したか否かを判断し、承諾した場合は通報先データベース５３０にメールアドレスを
通報先情報として格納するものである。通報先確認部５１６は、本発明における通報先確
認手段および通報先格納手段を構成するものである。
【００８６】
　次に、以上のように構成されているサーバ装置５００による通報承諾確認処理について
説明する。図１２－１、図１２－２、図１２－３は、データ送受信部、メール送受信部、
タイマ部、認証部、メール生成部、通報先確認部が行う通報承諾確認処理手順を示すフロ
ーチャートである。ここでは、通報先端末である携帯電話２０１から通報先を設定する場
合を一例として説明する。
【００８７】
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　まず、携帯電話２０１からサーバ装置５００のホームセキュリティのＷｅｂサイトにア
クセスする（ステップＳ１２０１）。サーバ装置５００は、携帯電話２０１にＷｅｂサイ
トの画面データを送信する（ステップＳ１２０２）。携帯電話２０１は、入力部によって
入力された認証情報を取得する（ステップＳ１２０３）。図１３は、認証情報入力画面の
一例を示す説明図である。例えば、図１３に示すように、利用者ＩＤとして“００１”、
パスワードとして“ＰＷ１２３４”を入力する。携帯電話２０１は、認証情報をサーバ装
置５００に送信する（ステップＳ１２０４）。
【００８８】
　サーバ装置５００において、データ送受信部５１１は、携帯電話２０１から送信された
認証情報を受信する（ステップＳ１２０５）。認証部５１４は、送信された認証情報と、
認証データベース５２０に格納された認証情報とを照合する（ステップＳ１２０６）。認
証部５１４は、照合結果が一致するか否かにより、認証されたか否かを判断する（ステッ
プＳ１２０７）。認証されなかったと判断した場合には（ステップＳ１２０７：Ｎｏ）、
処理を終了する。なお、携帯電話２０１に認証されなかった旨のメッセージを送信し、携
帯電話２０１側でメッセージを表示してもよい。
【００８９】
　認証されたと判断した場合には（ステップＳ１２０７：Ｙｅｓ）、データ送受信部５１
１はメールアドレス入力画面を送信する（ステップＳ１２０８）。携帯電話２０１は、メ
ールアドレス入力画面を受信し、表示する（ステップＳ１２０９）。携帯電話２０１は、
入力されたメールアドレスを取得する（ステップＳ１２１０）。図１４は、メールアドレ
ス入力画面の一例を示す説明図である。なお、メールアドレスの取得は、１つずつでも複
数でもよい。携帯電話２０１は、メールアドレスをサーバ装置５００に送信する（ステッ
プＳ１２１１）。
【００９０】
　サーバ装置５００において、データ送受信部５１１は、携帯電話２０１から送信された
メールアドレスを受信する（ステップＳ１２１２）。メール生成部５１５は、受信したメ
ールアドレスに対して異常検知時の通報を承諾するか否かの通報承諾確認メールを生成す
る（ステップＳ１２１３）。なお、携帯電話２０１自体を通報先とする場合は、通報承諾
確認メールを送信することなく、通報先としてもよい。メール送受信部５１２は、メール
生成部５１５によって生成された通報承諾確認メールを送信する（ステップＳ１２１４）
。メール送受信部５１２は、通報承諾確認メールを送信できたか否かを判断する（ステッ
プＳ１２１５）。通報承諾確認メールを送信できなかったと判断した場合は（ステップＳ
１２１５：Ｎｏ）、ステップＳ１２２１に進む。ここで、通報承諾確認メールを送信でき
なかった場合とは、図示しないメールサーバから応答するメールアドレスが存在しない旨
のメール、またはメールの受信を拒否された旨のメールが返信された場合をいう。通報承
諾確認メールを送信できたと判断した場合は（ステップＳ１２１５：Ｙｅｓ）、タイマ部
５１３は所定時間が経過したか否かを判断する（ステップＳ１２１６）。所定時間が経過
していないと判断した場合には（ステップＳ１２１６：Ｎｏ）、ステップＳ１２１６に戻
り、所定時間が経過するまで計測を繰り返す。
【００９１】
　所定時間が経過したと判断した場合には（ステップＳ１２１６：Ｙｅｓ）、通報承諾確
認メールに対する通報承諾返信メールを受信したか否かを判断する（ステップＳ１２１７
）。通報承諾返信メールか否かは、通報承諾返信メールの宛先アドレスが通報承諾確認メ
ールの送信元アドレスであり、通報承諾返信メールの送信元アドレスが通報承諾確認メー
ルの宛先アドレスであることによって確認することができる。通報承諾確認メールに対す
る通報承諾返信メールを受信したと判断した場合には（ステップＳ１２１７：Ｙｅｓ）、
通報先確認部５１６は通報承諾返信メールの本文から通報承諾の有無を判断する（ステッ
プＳ１２１８）。例えば、承諾ならば“１”を入力し、承諾しないならば“２”を入力す
るように指示した場合には、その値で判断することができる。なお、通報承諾確認メール
に対して返信することによって、承諾と判断するようにしてもよい。ステップＳ１２１７
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において、通報承諾確認メールに対する通報承諾返信メールが１つも受信されていないと
判断した場合には（ステップＳ１２１７：Ｎｏ）、ステップＳ１２２１に進む。なお、通
報承諾返信メールが受信されない場合、適当な時間をおいて再度通報承諾確認メールを送
信するようにしてもよい。
【００９２】
　通報先から送信された通報承諾返信メールから異常検知時の通報が承諾されたと判断し
た場合には（ステップＳ１２１９：Ｙｅｓ）、通報先確認部５１６は警備装置ＩＤごとに
メールアドレスを通報先データベース５３０に格納する（ステップＳ１２２０）。警備装
置ＩＤは、認証データベース５２０に格納されているため、認証時に認証情報によって特
定することができる。通報先として承諾されていないと判断した場合には（ステップＳ１
２１９：Ｎｏ）、ステップＳ１２２１に進む。データ送受信部５１１は、異常検知時の通
報先の承諾結果を携帯電話２０１に送信する（ステップＳ１２２１）。
【００９３】
　携帯電話２０１は、サーバ装置５００から送信された異常検知時の通報先の承諾結果を
受信する（ステップＳ１２２２）。携帯電話２０１は、異常検知時の通報先の承諾結果を
音声や画面表示によって出力する（ステップＳ１２２３）。
【００９４】
　このように、警備装置１００において監視領域で異常を検知した場合に、サーバ装置を
介して通報先にメールで通報する監視システムにおいても、利用者が登録しようとするメ
ールアドレスに対し、通報承諾確認メールが送信できた場合であって、なおかつ通報承諾
確認メールに対する通報確認返信メールを受信し、通報承諾があった場合にのみ通報先情
報が登録されるため、利用者が誤った通報先を登録することを防止することができる。ま
た、利用者が事前に確認を取っていない親戚等を通報先として設定することを防止するこ
とができる。
【００９５】
　なお、本実施の形態では、通報先の登録を行うために、通報承諾確認メールを送信でき
たか否か、通報承諾確認メールに対する通報承諾返信メールを受信したか否か、通報先の
登録につき承諾されたか否かを段階を分けて判断しているが、適宜いずれか一つまたは二
つの判断のみ行うようにしてもよい。
【００９６】
（第３の実施の形態）
　第３の実施の形態について、添付図面を参照して説明する。第３の実施の形態にかかる
警備装置は、上述した第２の実施の形態におけるサーバ装置が行っていたメールによる通
報承認確認処理を警備装置が行うものである。
【００９７】
　本発明が適用される警備装置を含む監視システムの構成例について、上述した実施の形
態と異なる部分を説明する。他の部分については第１または第２の実施の形態と同様であ
るので、上述した説明を参照し、ここでの説明を省略する。図１５は、第３の実施の形態
にかかる監視システムの構成を示すブロック図である。
【００９８】
　本実施の形態にかかる監視システム３０は、警備装置１５００と、通報先端末２０１、
２０３、２０４と、監視センタ３００と、を備えており、警備装置１５００と、通報先端
末２０１、２０３、２０４と、監視センタ３００とは電話回線、無線ネットワーク、イン
ターネットなどのネットワーク４００を介して接続されている。
【００９９】
　本実施の形態にかかる警備装置１５００は、センサ１０１と、操作部１０２と、出力部
１０３と、制御部１５１０と、認証データベース１２０と、通報先データベース１５３０
とを備えている。ここで、センサ１０１と、操作部１０２と、出力部１０３と、認証デー
タベース１２０の構成、機能は、第１の実施の形態と同様であるので、説明を省略する。
【０１００】
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　通報先データベース１５３０は、警備装置１５００が異常を検知した場合に通報する通
報先情報を規定する。図１６は、通報先データベースのデータ構成の一例を示す説明図で
ある。通報先データベース１５３０は、通報先情報を記憶している。例えば、通報先情報
として通報先端末のメールアドレス“ｍａｉｌ０１＠ｘｘｘ．ｎｅ．ｊｐ”が格納されて
いる。
【０１０１】
　制御部１５１０は、さらに検知情報取得部１１１と、操作情報取得部１１２と、出力制
御部１１３と、警備モード切替部１１４と、認証部１１５と、通報先情報記憶部１１６と
、警備モード記憶部１１７と、警報送信部１１９と、メール送受信部５１２と、タイマ部
５１３と、メール生成部５１５と、通報先確認部５１６と、を備えている。ここで、各部
の構成、機能は、第１または第２の実施の形態と同様であるので、上述した説明を参照し
、ここでの説明を省略する。
【０１０２】
　次に、以上のように構成されている警備装置１５００による通報承諾確認処理について
説明する。図１７－１、図１７－２は、操作情報取得部、認証部、メール送受信部、タイ
マ部、メール生成部、通報先確認部が行う通報承諾確認処理手順を示すフローチャートで
ある。
【０１０３】
　まず、認証処理であるステップＳ１７０１～ステップＳ１７０３の処理は、上述した図
４のステップＳ４０１～ステップＳ４０３の処理と同様であるため、上述した説明を参照
し、ここでの説明を省略する。
【０１０４】
　操作情報取得部１１２は、操作部１０２によって入力されたメールアドレスを取得する
（ステップＳ１７０４）。次に、メール生成部５１５は、取得されたメールアドレスに対
して異常検知時に通報されることを承諾するか否かの通報承諾確認メールを生成する（ス
テップ１７０５）。メール送受信部５１２は、メール生成部５１５によって生成された通
報承諾確認メールを送信する（ステップＳ１７０６）。メール送受信部５１２は、通報承
諾確認メールを送信できたか否かを判断する（ステップＳ１７０７）。通報承諾確認メー
ルを送信できなかったと判断した場合は（ステップＳ１７０７：Ｎｏ）、ステップＳ１７
１３に進む。通報承諾確認メールを送信できたと判断した場合は（ステップＳ１７０７：
Ｙｅｓ）、タイマ部５１３は所定時間が経過したか否かを判断する（ステップＳ１７０８
）。所定時間が経過していないと判断した場合には（ステップＳ１７０８：Ｎｏ）、ステ
ップＳ１７０８に戻り、所定時間が経過するまで計測を繰り返す。
【０１０５】
　所定時間が経過したと判断した場合には（ステップＳ１７０８：Ｙｅｓ）、通報承諾確
認メールに対する通報承諾返信メールが受信されたか否かを判断する（ステップＳ１７０
９）。通報承諾確認メールに対する通報承諾返信メールが受信されたと判断した場合には
（ステップＳ１７０９：Ｙｅｓ）、通報先確認部５１６は通報承諾返信メールの本文から
通報先承諾の有無を判断する（ステップＳ１７１０）。ステップＳ１７０９において、通
報承諾確認メールに対する通報承諾返信メールが１つも受信されていないと判断した場合
には（ステップＳ１７０９：Ｎｏ）、ステップＳ１７１３に進む。なお、通報承諾返信メ
ールを受信しない場合は、上述した実施の形態と同様に、適当な時間をおいて再度通報承
諾確認メールを送信するようにしてもよい。
【０１０６】
　通報先から送信された通報承諾返信メールによって異常検知時に通報することを承諾さ
れたと判断した場合には（ステップＳ１７１１：Ｙｅｓ）、通報先確認部５１６はメール
アドレスを通報先データベース１５３０に格納する（ステップＳ１７１２）。異常検知時
に通報することを承諾されていないと判断した場合には（ステップＳ１７１１：Ｎｏ）、
ステップＳ１７１３に進む。出力部１０３は、異常検知時の通報先の承諾結果を出力する
（ステップＳ１７１３）。
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【０１０７】
　このように、警備装置１００において監視領域で異常を検知した場合に、警備装置から
メールで通報先に異常検知を通報する監視システムにおいても、利用者が登録しようとす
るメールアドレスに対し、通報承諾確認メールが送信できた場合であって、なおかつ通報
承諾確認メールに対する通報承諾返信メールを受信し、通報承諾があった場合にのみ通報
先情報が登録されるため、利用者が誤った通報先を登録することを防止することができる
。また、利用者が事前に確認を取っていない親戚等を通報先として設定することを防止す
ることができる。
【０１０８】
　なお、本実施の形態では、通報先の登録を行うために、通報承諾確認メールを送信でき
たか否か、通報承諾確認メールに対する通報承諾返信メールを受信したか否か、通報先の
登録につき承諾されたか否かを段階に分けて判断しているが、適宜いずれか一つまたは二
つの判断のみを行うようにしてもよい。
【０１０９】
　以上、本発明を第１～第３の実施の形態を用いて説明してきたが、上述した実施の形態
に多様な変更または改良を加えることができる。また、上述した第１～第３の実施の形態
において説明した構成や機能は、自由に組み合わせることができる。
【図面の簡単な説明】
【０１１０】
【図１】第１の実施の形態にかかる監視システムの構成を示すブロック図である。
【図２】認証データベースのデータ構成の一例を示す説明図である。
【図３】通報先データベースのデータ構成の一例を示す説明図である。
【図４－１】操作情報取得部、出力制御部、認証部、通報先確認部が行う通報承諾確認処
理手順を示すフローチャートである。
【図４－２】操作情報取得部、出力制御部、認証部、通報先確認部が行う通報承諾確認処
理手順を示すフローチャートである。
【図５】認証情報が入力される操作部の画面の一例を示す説明図である。
【図６】通報先設定の画面の一例を示す説明図である。
【図７】通報先が設定された場合の出力画面の一例を示す説明図である。
【図８－１】操作情報取得部、出力制御部、認証部、通報先確認部が行う通報承諾確認処
理手順を示すフローチャートである。
【図８－２】操作情報取得部、出力制御部、認証部、通報先確認部が行う通報承諾確認処
理手順を示すフローチャートである。
【図９】第２の実施の形態にかかる監視システムの構成を示すブロック図である。
【図１０】認証データベースのデータ構成の一例を示す説明図である。
【図１１】通報先データベースのデータ構成の一例を示す説明図である。
【図１２－１】データ送受信部、メール送受信部、タイマ部、認証部、メール生成部、通
報先確認部が行う通報承諾確認処理手順を示すフローチャートである。
【図１２－２】データ送受信部、メール送受信部、タイマ部、認証部、メール生成部、通
報先確認部が行う通報承諾確認処理手順を示すフローチャートである。
【図１２－３】データ送受信部、メール送受信部、タイマ部、認証部、メール生成部、通
報先確認部が行う通報承諾確認処理手順を示すフローチャートである。
【図１３】認証情報入力画面の一例を示す説明図である。
【図１４】メールアドレス入力画面の一例を示す説明図である。
【図１５】第３の実施の形態にかかる監視システムの構成を示すブロック図である。
【図１６】通報先データベースのデータ構成の一例を示す説明図である。
【図１７－１】操作情報取得部、認証部、メール送受信部、タイマ部、メール生成部、通
報先確認部が行う通報承諾確認処理手順を示すフローチャートである。
【図１７－２】操作情報取得部、認証部、メール送受信部、タイマ部、メール生成部、通
報先確認部が行う通報承諾確認処理手順を示すフローチャートである。
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【符号の説明】
【０１１１】
　　　１０　２０　３０　監視システム
　　１００　１５００　警備装置
　　１０１　センサ
　　１０２　操作部
　　１０３　出力部
　　１１０　５１０　１５１０　制御部
　　１１１　検知情報取得部
　　１１２　操作情報取得部
　　１１３　出力制御部
　　１１４　警備モード切替部
　　１１５　５１４　認証部
　　１１６　通報先情報記憶部
　　１１７　警備モード記憶部
　　１１８　５１６　通報先確認部
　　１１９　警報送信部
　　１２０　５２０　認証データベース
　　１３０　５３０　１５３０　通報先データベース
　　２０１　２０２　２０３　２０４　通報先端末
　　３００　監視センタ
　　４００　ネットワーク
　　５００　サーバ装置
　　５１１　データ送受信部
　　５１２　メール送受信部
　　５１３　タイマ部
　　５１５　メール生成部
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